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研究成果の概要（和文）：本研究では、国際寡占市場で競争する企業の研究開発、知財管理を含む戦略的革新活動が、
市場競争を通じて市場構造及び経済厚生に与える影響を理論的に明らかにした。また、外国為替、地勢、環境、政治な
どのリスクによる市場環境の変化が、国際寡占市場で競争する企業の戦略的革新活動と市場競争に与える影響を吟味し
、いくつかの命題を導き出した。また、企業の革新活動（研究開発、特許など）の決定要因、国際競争力（貿易と海外
直接投資）と競争の関係、及び革新活動と市場構造との関係を国際活動と関連させて実証的に分析し、新たな事実を提
示した。

研究成果の概要（英文）：This study have theoretically explored under what conditions firms competing in in
ternational oligopolistic markets engage strategically in research and development activity in foreign cou
ntries. In consequence, we obtain some results about it. Also, we have empirically analyzed innovation act
ivities of Japanese firms, the effects of competition on industrial competitiveness, and the relations bet
ween innovation and market structure from an international perspective. New findings have been indicated.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
今日、日本も含め多くの先進国の製造企業

は、市場の成熟化、少子高齢化、景気低迷等
により、需要の縮小する自国市場のみならず、
高い経済成長を続ける新興国市場を中心に、
世界にその製品を供給し、それぞれの地域や
国の市場で寡占的競争を余儀なくされてい
る。企業にとって、国際競争に勝ち抜くため
には、研究開発、知財管理を含む戦略的革新
活動が不可欠である。企業は、外国為替変動
リスクを避け、生産・輸送費用等の節減のた
め海外生産を拡大しているが、現地で言語・
文化、生活習慣、労働慣行、国民性等の相違
から労働紛争、生産性低下など多くのリスク
に直面する。 

 
また、外国企業による模倣や知財権侵害等

による損失を避けるため、現地での特許申請
や知財訴訟等を行うという新たな知財制度
リスクにも直面している。このように、企業
は従来とは異なる国内外の市場の構造変化
とそれに起因するリスクに直面している。 
しかし、既存研究では、こうした様々な「国

際リスク」を考慮した、企業行動や国内外の
市場構造の変化の分析は進んでいない。特に、
日本産業は、国内市場の縮小と経済のグロー
バル化に直面し、国際市場で革新によって活
動し競争していかなければならない。したが
って、こうした重要かつ緊要な課題を取り上
げる分析は、政策的にタイムリーで、また理
論的にも未開拓の問題であるために、研究と
して政策的、学術的な要請に合った取り組み
であったと考える。 
 
２．研究の目的 
 
国際市場を想定し、企業の革新活動と市場

競争、さらにその結果もたらされる市場構造
の相互作用を双方向的、動態的に捉え、理論
的・実証的にそのメカニズムを解明すること
が目的である。 
具体的には、1、国際寡占市場で競争する

企業の研究開発、知財管理を含む戦略的革新
活動が、市場競争を通じて市場構造および経
済厚生に与える影響を明らかにし、2、逆に
外国為替、地勢、環境、政治などのリスクと
それによる市場構造の変化が、国際寡占市場
で競争する企業の戦略的革新活動と市場競
争に与える影響を解明し、革新と市場構造の
動態的相互作用のメカニズムを解明するこ
とである。 
 
３．研究の方法 
 
研究では、研究調査を効率的に実施するた

めに 2 つの班(理論班、実証班（ともに政策研
究を含む)）を設け、研究課題について理論的
考察と実証的考察の両面から取り組んだ。 
 理論班は、寡占市場モデルを考察し、国際

競争が市場構造や企業の戦略的革新活動に
影響を与え、そしてまた逆に後者から影響を
受ける関係を、企業行動と社会的厚生の両面
から分析した。 
他方、実証班は、既存の統計資料のみなら

ず、新たに作成した資料を使って、各種課題
（具体的には、世界輸出シェア、海外活動比
率、市場構造の流動性、世界集中度などの決
定要因と影響、海外活動が企業の研究所の立
地に与える影響、ファイナンスが海外活動に
与える影響など）について計量分析と事例研
究を行った。 
メンバー全員で、理論分析では理論的仮定

の妥当性、およびモデルから引き出された仮
説の妥当性をチェックし、そして実証分析で
はクロスセクション型の計量分析の結果を
補足するために、アンケート調査、企業への
インタビューなども実施した。また、研究成
果は、グループ内の研究会で議論し合うのみ
ならず、随時、海外でのセミナー（上海社会
科学院）、国際ワークショップ（３回）を開
催・出席し、他の研究者からの意見・評価を
求めた。 
 
４．研究成果 
 
本研究で得られた理論的分析の主な成果

としては、以下のものがあり、いずれも本研
究課題のグローバルな市場と企業間の技術
革新競争と市場構造の関係を考えるうえで
重要な結果を得ている。 
(1)為替リスクに直面する、現地生産を伴う差

別化された外国複占市場競争を分析し、以
下の結果を得た。              
①自国企業 1、外国企業 2 が為替レートを
観察不可能な均衡では、1)外貨建て期待均
衡価格、期待均衡需給量は両企業同じであ
り、自国企業１の外貨建て期待均衡利潤は、
外国企業 2のそれを下回ることを示した。
また、均衡において、②自国通貨安へのリ
スクの進行では自国企業１のベルトラン
均衡価格や自国通貨建て均衡利潤が増加
する条件、自国通貨高へのリスクが進行す
ると、自国通貨建て均衡価格や均衡利潤が
減少するための条件を自国企業と外国企
業の財の代替性と為替リスクにより特徴
付けた。 

(2)複占企業が相対的利潤関数をもつアプロ
ーチで、市場競争の程度と研究開発競争の
関係を分析し、以下の結果を得た。 
①市場がそれほど競争的でないときと、非
常に競争が激しいときは、技術開発競争が
激化する。 
②社会厚生の観点から次善の研究開発投
資水準を導出し、市場があまり競争的でな
い（非常に競争的な）ときは、均衡での研
究開発投資は社会的に過剰（過小）である。 

(3)グローバルな同一市場に品質で差別化さ
れた複数財を供給して競争する寡占企業
を分析して、以下の成果を得た。 



①高品質財で非効率な企業の単位費用が
低下すると、高品質財生産で効率的な企業
は低品質財が高品質財を共食いして、高品
質財の生産を減らす。  
②その結果、両財の品質差が小さいときに
は、非効率な企業が効率的な企業より利益
が大きくなることがあることを示した。 

(4)寡占市場において、支配的先導企業グル
ープの存在が、経済厚生上望ましい影響を
もたらす条件を明らかにした。 

 
次に、実証研究では以下のような成果を得た。 
(5)技術革新を背景に主として国際合併を通

して国際集中化・寡占化が進行しており、
いろいろな産業組織上の問題を提起して
いる。従来の関連する理論および実証研究
を展望し、研究の問題点などを整理したう
えで、国際寡占のメカニズムを解明する研
究が少なく、その必要があることを強調し
た。 
その方法の一つとして、国内産業集中度と
同様に産業別の世界シェア・集中度が注目
されるが、利用可能な統計的数値は存在し
ない。本研究グループは外国の統計資料を
入手し、独自に算出している。世界集中度
を利用してグローバル産業の市場構造分
析を展開している。そしてさらに、今後、
世界集中度が市場成果に及ぼす影響につ
いても取り組む予定である。 
なお、今日では、競争状況を表す指標の一
つとして国内集中度と並んで世界集中度
が重要であることを強調している。 

(6)1990 年代中ごろからグローバル競争が本
格化したなかで、2000 年代の日本産業を
対象に、グローバル競争下の産業競争力の
決定要因を分析するために、日本産業の輸
出が世界総輸出に占める割合（世界輸出シ
ェア）を競争力指標の一つとして計測し、
それと国内外の競争要因との関係を計量
分析した。集中度は有意な効果をもたず、
競争力を強化するためには合併を通して
産業再編成が必要であるという議論を支
持していない。事実、合併の見られる産業
では、我が国の世界輸出シェアは低下して
いる。 
他方、推定結果は、国際競争圧力が大きい
産業ほど、世界輸出シェアは大きくなるこ
とを示し、国際競争が我が国産業の競争力
強化にとって重要であることを示唆する。
そのほか、国内需要成長率や、中小企業（従
業員 300 人未満）以外の企業（中堅企業と
大企業）のシェアが世界輸出シェアに正の
効果をもつことも注目される。 

(7)産業レベルの競争力指標の一つとして産
業毎の海外売上高比率、すなわち（輸出＋
海外直接投資による売上高）／産業総売上
高、を算出するべく、あらゆる情報収集、
多くの業界団体への調査を実施したが、関
連する統計資料を整備している組織はほ
とんどなかった。そこで、企業レベルで有

価証券報告書に基づいて算出利用した。こ
の研究は、我が国はもとより世界でも最初
の接近である。 
 推定結果では、海外売上高比率は集中度
（ＨＨＩ）と逆Ｕ字形の関係にあり、集中
度が上昇するにつれて大きくなるが、ある
臨界の集中度を超えると低下する。そのほ
か、国際競争力圧力を捉える指標は海外売
上高比率に正の効果を持つ。また、研究開
発、企業規模、企業成長率なども正の効果
を持ち、国際競争力に寄与することを示唆
している。 

(8)国際競争や技術革新競争に伴って市場構
造は流動的となる可能性がある（シェア・
順位の移動）。この仮説を検証するために、
市場構造の流動性を捉える、分析的に可能
な７つの統計的指標を工夫・適用した。
1990～2010 年間で 660 の品目について、
膨大な計測を試みた。既存の研究では一つ
の指標が事例研究で使用されたものがほ
とんどであり、本研究は、世界で最初の大
規模な試みである。  
 そして、各流動性指標について決定要因
をクロスセクション的に分析した。計測方
法の違いによって若干推定結果に相違が
見られるが、国内集中度、研究開発、合併、
カルテル、需要変動などが市場構造の流動
性に影響を与えていることが明らかにな
った。なお、同時に、流動性が価格および
利潤成果（価格費用マージン）に及ぼす影
響についても考察した。 

(9)日本企業の技術革新戦略について、特に
特許戦略に焦点を合わせて、外国、特に中
国への特許出願について計量分析を試み
た。また、日本企業の中国進出に際して、
日本の銀行の対応を考察した。 

(10)日本企業において、今日の技術競争を特
徴づける「特許の藪」現象が企業の特許ラ
イセンスや知財戦略に及ぼす影響を、有価
証券報告書に記載の重要な技術契約の情
報を基にした代替的な方法を提唱し、適用
した。その結果は、その現象が特許保有者
とその許諾を受ける者の両方の特許出願
に、そしてまたライセンス活動にも影響を
与えることを示している。また、ライセン
ス活動は当事者の特許ポートフォーリオ
競争を緩和するように働いている。 

(11)国際化の過程で研究開発機能が変化す
る中で、地域的な知識のスピルオーバー
（漏出）効果を実証的に分析するために、
技術進展が著しい「デジタル伝送技術」関
連の特許を対象として、被引用―引用の対
応関係のある特許の組合せと、対応関係が
ない特許の組合せをセットし、両者の発明
者の住所間の距離および時間距離を比較
し、差が存在するか否かを検証した。分析
結果から、知識の漏出効果の地理的集中傾
向が認められた。同時に、漏出効果の地理
的な集中傾向は、被引用－引用の特許間の
時間差が大きくなるにつれて次第に減衰



した。加えて、被引用―引用の対応関係の
ある特許の組合せが、対応関係がない特許
の組合せよりも地理的距離も所要時間面
からも、短いことが明らかとなった。 

(12)スタートアップ企業の革新活動や市場
競争の結果としての生存・退出について実
証的に分析した。それから得られた主な結
果として、①研究開発資金の確保には高い
人的資本が必要であり、それが結果として
革新成果を高める、②高い人的資本をもつ
起業家は高い投資額の要求水準をもつた
めに、資金の獲得額と要求水準に絶えずギ
ャップ（ファンディング・ギャップ）が存
在する、③生存を決定する要因として、人
的資本の高さのみならず、産業成長や研究
開発集約度などの産業要因も重要である、
④産業特性によって、人的資本の重要性は
異なる。こうした研究を通して、企業活動
を分析する際に、企業特性と産業特性の相
互作用の解明が重要であることを指摘す
る。 
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